
　　

	フード連合2007春季生活闘争まとめ（案）


【まとめ（案）の要旨】
	○　07春闘を取り巻く環境は、「いざなぎ景気」を抜き戦後最長で景気は回復を続けているが、その実感はない。企業業績は5年連続の増益で、企業・株主への分配が大幅に増加している反面、労働分配率は低下し、マクロの配分の歪みが顕著になっている。さらに、消費者物価が上昇するなかで可処分所得は低下し、所得や働き方などの二極化が深刻化している。今春闘では、こうした「格差社会、二極化社会」の流れを反転させ、格差や配分構造の歪みを正すことが求められる春闘となった。

○　連合は、「格差社会」の流れを反転させることとし、「ストップ格差社会！均等待遇・公正配分へ反転させよう」のスローガンの下に、すべての組合が取り組む４つのミニマム運動課題を掲げた。特に賃上げでは、連合全体で昨年を上回る賃金改善に取り組み、また、新たに長時間労働の削減に向けた割増率の引き上げなど社会的なメッセージを発信した。
○　フード連合は、連合方針を基本に、討論集会や業種別部会・各地区協での集会や学習会を通じて、春闘の原点である共闘を意識した統一要求課題の設定や闘争体制のあり方などの議論を深め、５つの統一要求課題を設定した。賃上げは、8,500円を基準とし、新たに時間外割増率の引き上げも設定した。また、連合内に新たに発足した「有志共闘（座長はフード連合渡邉会長）」に参加し、共闘による相場の波及に努めた。

○　フード連合の賃上げ結果は、同一組合比で平均5,326円1.88％（昨年5,253円1.85％）と金額で73円の増加、率で0.03ポイントのプラスとなった。特に中小組合では、4,003円1.67％（昨年3,893円1.64％）と金額で110円上回り、率で0.03ポイントのプラスと健闘し、フード連合結成以降初めて4,000円台となった。また、定昇相当分が分かっている128組合中41組合（昨年126組合中29組合）が昨年以上にベア・賃金改善を獲得した。

○　一時金の結果は、全体で年間5.13ヶ月（昨年5.19ヶ月）と昨年より0.06ヶ月下回ったが、同一組合比では主要組合0.06ヶ月、中小組合0.07ヶ月上回った。また、昨年を上回る何らかの成果を求めた結果、賃上げによる賃金改善はできなかったものの、特別一時金などを獲得した組合もあった。
○　時間外割増率の引き上げは65組合が取り組み、30％に引き上げた組合があるなど一定の成果があった。また、春闘を通じて長時間労働などについて話し合う場を作ったことは評価できる。

○　最低賃金の協定化は、78組合（昨年72組合）が取り組み、一部の組合で企業内最賃の時給10円引き上げなど一定の成果を上げているが、限定的であり不十分な取り組みとなっている。

○　パートの組織化と処遇改善は、56組合（昨年は51組合）が取り組み、主要組合を中心に確実に前進している。また、パートの時給についても、昨年のゼロ回答から10円以上獲得した組合が増加した。

○　今後の課題として、

・　統一要求課題については、共闘として実効性を高めていくためには、統一課題の位置づけを整理し、明確にすることで、産別内、業種別部会内で結集できる課題を設定していくことが重要。

・　賃上げについては、加盟組合が結集でき波及効果のある要求基準や評価の工夫、平均方式だけでなく、絶対額（水準）の併記や年収ベースでの表示など多面的な検討も必要。

・　時間外割増率の引き上げ、最低賃金の協定化、パートの組織化と処遇改善については、組織内討議を深めさらなる運動の推進が重要。
・　情報の開示や共有化について、自らの組合の情報を開示する意識が大切であり組合の社会責任でもある。各組合への支援強化、業種別部会としての共闘強化といった観点も含め、業種別部会主導による情報収集の方法についても検討する必要がある。
・　闘い方と体制について、08春闘も早い段階から検討を始め、有志共闘への参加対象組合の拡大と、共闘を意識した闘い方と戦術面の強化を図る必要がある。


Ⅰ　2007春季生活闘争の特徴と経過
１．取り巻く情勢と方針策定に至るまで
（１）　春闘を取り巻く情勢

　2006年度の実質ＧＤＰ成長率は2％を上回る見通しであり、また2002年1月から続いている景気の拡大が2006年11月には｢いざなぎ景気｣を抜いて戦後最長となるなど、日本の景気は回復を続けています。しかし、私たち勤労者にはその実感は乏しいものとなっています。消費者物価の上昇に加え、年金保険料の引き上げや定率減税の廃止などの負担増により、可処分所得が低下していることはその要因の一つです。また、この間企業・株主への分配が大きく増加してきたにも関わらず労働分配率は低下し、マクロの分配の歪みが顕著となっていることを見逃すことはできません。
　しかし、こうした分配の歪みについて、責任の一端は労働組合にもあるとの批判もあります。2007春季生活闘争は、規制緩和や市場中心主義がもたらした「格差社会・二極化社会」から「公正・安心・安全な社会」への転換をめざし、マクロの分配の歪みを労働と生活への分配へと反転させることが必要です。このため、昨年を上回る賃金改善をはかること、パートタイム・契約・派遣労働者等の均等待遇、待遇改善をはかること、労働時間の短縮や時間外割増率の引き上げなどを通じて仕事と生活の調和の実現をめざすこと、などの課題に取り組む闘いとなりました。
　今次春闘で経営側（日本経団連｢経労委報告｣）は、「①国際競争の中では競争力強化が最重要課題であり、賃金水準を一律に引き上げる余地はない。また、企業の好業績により得られた短期的な成果は賞与・一時金に反映することが基本である。②個別企業の賃金については、自社の支払い能力を基本として、個別の労使で決定すべきだ。③労働分配率の水準は産業、企業ごとに異なるものであり、その労働分配率の高低を一律に論じるべきでない。」との姿勢を示していました。
　この姿勢に対し連合は、「前回までは「『現場力』の復活、職場を支える『普通の人』たちの意欲を高める適切な舵取り等、不十分ながら労働者の方にも目を向けていたが、今回は現場や生活の感覚と遊離し、前回まで触れていた『人間の顔』が見えない印象が否めない。」とし、「①相変わらずの賃金抑制論が展開され、横並びで賃金抑制をはかろうとする意図が透けて見える。②『自律的人材』の『自律的働き方』を提唱しているが、長期的視点に立った人材育成を怠り、『裁量権なき裁量労働』が横行する現実を踏まえると、職場実態から遊離した発想と言わざるを得ない。『働き方の二極化』を放置したまま、使用者に使い勝手のよい働かせ方を拡大することしか念頭にない提起であり、ましてや、ホワイトカラーイグゼンプションの導入は言語道断である。③『企業労使が取り組むべき課題は付加価値の増大である』とする一方で、『公正な分配』への言及がないことも問題である。『生産性三原則』はどこへ行ってしまったのか。社会への貢献を果たす『公徳心』」という自覚があるなら、労働者のがんばりに充分に応えることから始めるべきだ。」などの見解を示しました。

（２）　連合方針の特徴的な取り組みと経過

　連合は、2007春闘の最大のテーマを｢格差社会｣の流れを反転させることとし、「ストップ格差社会！均等待遇・公正配分へ反転させよう」のスローガンを掲げ、格差社会や分配構造の歪みを正すために、すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題）を中心に闘争方針をまとめました。
　特徴的な取り組みとしては、企業業績、景気回復、物価上昇、賃金の低下等これまで以上に賃金改善を要求する環境は十分あり、マクロ的には労働側に1％以上の成果配分がなされるべきとの認識のもとに、昨年に続き幅広い概念としての「賃金改善」を[image: image2.emf](1) 労働時間管理の徹底と総労働時間の短縮   (2) 希望する者全員を対象とした 65 歳までの雇 用確保   (3) 男女間の労働条件格差の是正   (4) 職場における労働安全衛生活動の取り組み   (5)  フード連合の政策課題の推進    

        （１）平均賃上げ要求                                    （２ ）個別賃金要求         ＊ 定昇制度がないなどの組合の 引き上げ額の目安は、     ｢ 7,000 円以上、または 3 ％ ｣ とする。また、 年収の下支えの指標として     72,000 円以上とする。                                                                   すべての組合が時間外割増率の引き上 げに取り組み、要求基準は次のとおりとする       ●時間外割増率が 30 ％未満の場合は、 最低でも 30 ％まで引き上げる      ●時間外割増率が 30 ％以上の組合は、 5 ％以上の引き上げ、   または 、 月間 30 時間 を 超える 場合や特別条項等の適用となる 時間外について 50 ％を 要求する                           ◇ 企業内最低賃金の協定化が困難な組合については、取り組みが一歩でも前進するよう、段階的な取り組みを行うこととする。       ●段階的な 取り組み   ○現行実態賃金での協定化（全従業員）                ○地域別最賃（以上）での協定化（全従業員）   ○ 年齢別最賃（以上）での協定化（組合員のみ）        ○ 最低賃金のみ協定化・労使確認   （組合員のみ）   ○法令（地域別最賃）遵守の労使確認等      (   )            ○ 協定化に向けた申し入れ         ●取り組み項目                              (1) 組織（組合員）化及び組織化に向けた取り組み   (2) 労働契約、就業規則等の点検・整備を通じた労働環境の実態把握   (3) 時間給の改善（要求の目安は 25 円とする）   (4) 休日・休暇・諸手当・その他福利厚生制度等の改善    

●一時金要求については、年間 6 ヶ月を基本とし、最低でも年間平均 4 ヶ月を確保する   ※すべての組合員が最低でも確保すべき水準として 4 ヶ月を確保するとともに、最低支給月数における水準の検証を行っていく  

●企業内最低賃金の協定化 に向け、すべての構成組合が何らかのアクションを起こすこととする            

賃金カーブ維持分を確保したうえで、 実質 １％ 以上 を目安に賃金改善 を 行う こととし 引き上げ額は、 8,500 円 を基準とする  

到達目標            最低 到達 目標   ・｢高 35 歳･勤 17 年の標労｣   298,1 00 円以上     261,8 00 円以上   ・｢大 30 歳・勤 8 年の標労｣     28 9,0 00 円以上     25 9,7 00 円以上   ＜参考＞   ・ ｢高 30 歳･勤 12 年の標労｣   254,9 00 円以上     226,7 00 円以上  

（１）企業内最低賃金（生活保障水準）                   （２）年齢別最低賃金・ 最低目標 水準   ＜到達目標＞                                     ＜最低 目標 水準 ＞ ※基本賃金第１十分位  ( 時給換算 )   ・月   額   ： 14 8 ,000 円以上                                   ・１８歳（勤続０年）   ： 14 8 ,000 円    （   850 円 ） 以上     ・時間額   ：    85 0 円以上                                  ・２５歳（勤続０年）   ： 17 8,1 00 円    （ 1,0 ２ 0 円 ） 以上   ・最低到達目標【  A 地域】 820 円以上   【  B 地域】 790 円以上            ・３０歳（勤続０年）   ： 19 5,4 00 円    （ 1,120 円 ） 以上   【  C 地域】 770 円以上   【  D 地域】 670 円以上           ・３５歳（勤続０年）   ： 2 16,8 00 円    （ 1,250 円 ） 以上         ＜参考＞年間収入： 2,301 ,000 円 以上 （社会保険料込みの単身者年収基準）     ・４０歳（勤続０年）   ： 23 6,8 00 円     （ 1,360 円 ） 以上  

＜要求課題１＞： 賃金改善による 賃金 の 引上げ    

＜要求課題２＞： 一時金の安定確保      

＜要求課題４ ＞：最低賃金の協定化        

＜要求課題５ ＞： パート等の組織化と処遇改善          

＜要求課題３＞：時間外割増率の引き上げ        

＜その他の課題＞： 通年的取り組みの強化            

中心に、連合全体で昨年を上回る成果配分の獲得に取り組みました。また、長時間労働の削減に向けた時間外割増率の引き上げを新たにミニマム課題として掲げました。そして、4年目となる中小共闘、2年目となるパート共闘、さらに、連合内の内需産業を中心とする有志産別（6産別）で｢有志共闘｣を新たに立ち上げ、共闘により相場の相乗効果を高めるために社会的なメッセージを発信しました。（連合2007春季生活闘争方針：フード連合第5回中央委員会1月29日議案書掲載参照）
　この連合方針を踏まえ主要産別は、「賃金改善」を中心とする賃上げ闘争を展開しました。自動車では、これまでと同様に統一的な要求水準は示さず、個別で賃金改善分を設定することを基本とした要求で、妥結結果でトヨタは1,500円要求のところ1,000円の賃金改善、一時金は満額獲得で258万円（5ヶ月＋79万円）と史上最高となりました。ホンダは1,000円の要求に対し900円、一時金6.6ヶ月を獲得しました。電機は今年から職種別設定賃金要求に切り替え、それぞれの職種別の水準改善額として2,000円以上の引き上げを統一要求に掲げ、賃金改善として1,000円（賃金水準改善と是正分等）程度を獲得しました。JAMは賃金構造分＋賃金改善分2,500円以上、または7,000円以上を要求し、主要な組合で昨年獲得実績の1,000円以上のベアを獲得し、全体でも昨年以上のベアを獲得しています。また、NTTは7年ぶりに2,000円相当の賃金改善を要求し、500円相当の賃金改善を獲得しました。電力総連は、6年ぶりベア2,000円以上を要求し、主要組合で500円の賃金改善分を獲得しました。UIゼンセン同盟は最低でも1％以上の賃金引き上げ、または、最低でも7,000円以上を要求し、昨年を上回る賃金改善を獲得しました。
　また、今春闘で新たに発足した「有志共闘」は、交渉結果を発表し、有志共闘の座長のフード連合渡邉会長は、「54組合（１２万人）の実質的な賃上げ額を単純平均すると、1,040円となり、最低目標としていた1,000円を確保でき、経営側のベースアップゼロの壁を超えることができた」と評価しました。
[image: image3.emf]【2007春闘、賃上げ集計】

6月30日集計

(1) 平均賃上げ方式

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 39 8326 264,050 6,533 2.47 41 12048 281,122 4,256 1.51 3,398 1.42

乳 業 31 6630 258,055 7,385 2.86 29 7778 275,068 5,065 1.84 3,534 1.50

水 産 冷 食 11 2876 272,606 6,557 2.41 10 2843 272,874 5,456 2.00 4,057 1.63

醤 油 味 噌 27 4433 288,000 7,525 2.61 25 4299 289,246 5,896 2.04 3,843 1.49

油 脂 調 味 料 2 3586 301,687 7,723 2.56 2 3586 301,687 7,673 2.54 6,963 2.32

糖 業 21 1185 274,037 7,950 2.90 13 884 287,469 6,030 2.10 4,814 1.75

製 粉 17 2544 276,723 6,787 2.45 20 4110 287,164 6,416 2.23 4,726 1.94

パ ン 19 11151 246,628 6,522 2.64 20 11567 245,652 3,969 1.62 3,126 1.44

菓 子 10 5308 316,497 7,627 2.41 13 6773 313,354 6,894 2.20 5,136 1.95

飲 料 ビ ー ル 8 5506 343,770 7,113 2.07 16 9562 316,659 5,552 1.75 4,408 1.76

酒 類 16 2884 279,378 7,751 2.77 16 3998 289,236 5,946 2.06 4,935 1.87

た ば こ 関 連 4 9680 337,395 4,038 1.20 3,386 1.34

流 通 食 品 14 1307 238,995 5,230 2.19 17 2760 241,072 4,379 1.82 2,869 1.25

全 体 216 55806 278,304 7,018 2.52 226 79888 289,672 5,149 1.78 3,941 1.59

主 要 300 人 以 上 41 41157 291,664 7,334 2.51 54 64302 301,873 5,427 1.80 5,213 1.84

そ の 他 299 人 以 下 175 14649 240,767 6,131 2.55 172 15586 239,334 4,003 1.67 3,541 1.52

1,000 人 以 上 11 24657 302,922 7,742 2.56 20 45274 313,797 5,576 1.78 5,618 1.85

999 ～ 300 人 30 16500 274,841 6,725 2.45 34 19028 273,502 5,074 1.86 4,974 1.84

299 ～ 100 人 50 8910 243,474 6,178 2.54 56 10212 242,202 4,367 1.80 4,203 1.76

99 人 以 下 125 5739 236,565 6,058 2.56 116 5374 233,882 3,313 1.42 3,222 1.40

(2) 個別賃上げ（Ａ方式）35歳

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

乳 業 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

水 産 冷 食 1 63 301,000 3,010 1.00 1 63 301,000 0 0.00 0 0.00

醤 油 味 噌 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

油 脂 調 味 料 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

糖 業 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

製 粉 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

パ ン #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

菓 子 1 279 271,200 3,400 1.25 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

飲 料 ビ ー ル 1 4574 362,280 0 0.00 1 4574 362,280 0 0.00 0 0.00

酒 類 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

た ば こ 関 連 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

流 通 食 品 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全 体 3 4916 356,326 232 0.06 2 4637 361,447 0 0.00 0 0.00

主 要 300 人 以 上 1 4574 362,280 0 0.00 1 4574 362,280 0 0.00 0 0.00

そ の 他 299 人 以 下 2 342 276,689 3,328 1.20 1 63 301,000 0 0.00 0 0.00

1,000 人 以 上 1 4574 362,280 0 0.00 1 4574 362,280 0 0.00 0 0.00

999 ～ 300 人 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

299 ～ 100 人 1 279 271,200 3,400 1.25 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

99 人 以 下 1 63 301,000 3,010 1.00 1 63 301,000 0 0 0 0

(3) 個別賃上げ（B方式）35歳(30歳標労を含む)

要求額 率 収拾額 率 収拾額 率

食 肉 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

乳 業 1 3592 298,800 6,300 2.11 1 3592 298,800 4,850 1.60 4,850 1.60

水 産 冷 食 1 1750 294,326 8,300 2.82 1 1750 294,326 6,800 2.31 6,800 2.31

醤 油 味 噌 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

油 脂 調 味 料 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

糖 業 1 101 289,000 8,670 3.00 1 101 289,000 6,840 2.37 6,840 2.37

製 粉 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

パ ン #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

菓 子 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

飲 料 ビ ー ル #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! 1 2300 331,510 6,750 2.03 6,750 2.03

酒 類 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

た ば こ 関 連 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

流 通 食 品 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

全 体 3 5443 297,180 6,987 2.35 4 7743 307,377 5,881 1.91 6,310 2.08

主 要 300 人 以 上 2 5342 297,334 6,955 2.34 3 7642 307,620 5,868 1.91 6,133 1.98

そ の 他 299 人 以 下 1 101 289,000 8,670 3.00 1 101 289,000 6,840 2.37 6,840 2.37

1,000 人 以 上 2 5342 297,334 6,955 2.34 3 7642 307,620 5,868 1.91 6,133 1.98

999 ～ 300 人 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

299 ～ 100 人 1 101 289,000 8,670 3.00 1 101 289,000 6,840 2.37 6,840 2.37

99 人 以 下 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

※労使確認のため要求を出していない組合、データ不足で集計不可能の組合などがあるため、要求・収拾組合数が集計表のようになります。

　



業 種 名

2007要求

組合数

組合

員数

算定

基礎額

(加重平均)

算定

基礎額

(加重平均) (単純平均)

2007収拾

組合数

組合

員数

組合数

組合

員数

2007収拾

組合数

組合

員数

算定

基礎額

(加重平均)

算定

基礎額

(加重平均) (単純平均)

組合

員数

算定

基礎額

業 種 名

2007要求

業 種 名

2007要求

(加重平均)

組合数

2007収拾

組合数

組合

員数

(加重平均) (単純平均)

算定

基礎額


　連合の妥結状況（第6回集計7月5日公表）については、右のとおりとなっています。
　連合の中間まとめ（5月31日）では、「結果については、連合全体が一体的に闘う体制の中で、先行した産別・単組が粘り強く懸命の交渉を展開したことで、「賃金改善分」を獲得し昨年を上回る結果となった。また、反転攻勢の年と位置づけた中で闘争を推進し、昨年に続き賃金改善を獲得したことは、これからの生活改善に向けた流れを作ったという点で、評価できる。｣としています。

（３）　フード連合の春闘方針策定に向けた取り組み

　フード連合は、2007春季生活闘争を展開するにあたり、労働政策委員会（第1回10月19日、第2回11月21日、拡大事務局会議12月6日）で基本構想（案）から闘争方針（案）の策定に向けて検討を進めてきました。策定にあたっては、連合の春闘方針策定の動きを踏まえ、第5回定期大会で確認された2006春季生活闘争のまとめを基本に、経済指標などの情勢認識や各単組・業種別部会の状況等を踏まえて検討してきました。昨年は景気回復を受けて賃上げ気運が高まる中、強気の春闘にということで、全体で取り組む水準として7,000円を目安とした要求を設定しました。しかし、一定の成果があったものの、主要組合の多くは賃金カーブ維持の取り組みとなり、フード連合全体で賃上げに取り組んだとまではいきませんでした。そこで、今年は春闘の原点に立ち返り、共闘（企業の壁を越えて連帯することで企業別組合の弱点を克服し、交渉力を発揮する）を意識した統一要求課題の設定と闘争体制をどのように構築していくかについて、討論集会（12月4～5日）や各業種別部会、さらに各地区協での集会・学習会などを通じて議論し、共闘の意識を高めてきました。そしてフード連合の加盟組合が結集できる要求などを検討して考え方と統一要求課題を設定しました。
　統一要求課題の実現に向けた基本的な考え方を以下の通り示しました。
	（１）　賃金改善による賃金引き上げ要求については、賃金カーブ（体系）維持分と物価上昇分を確保した上で、生活向上分としてのベースアップや格差是正、賃金カーブの是正、低賃金層の底上げ等によって、昨年を上回る積極的な「賃金改善」を求めていく。
　とりわけ、格差是正が急務となっている中小・地場を中心とした単組の取り組みとして、フード連合の300人未満の加盟組合の平均賃金ベースなどを基本とした「絶対水準」を求め、その格差是正分としての賃金引き上げ幅を目安として示す。
　また、年収の確保を下支えしていく観点から、年収ベースでの賃金の引き上げ額を参考として示していく。

（２）　一時金の要求については、これまで同様、年間６ヶ月を基本とするなかで、最低でも年間４ヶ月を確保していく。

（３）　時間外割増率の引き上げについては、恒常的な時間外労働を削減するため、多くの単組が法定割増率の25％に張り付いている実態を踏まえ、この間、人件費抑制によって法定割増率まで引き下がった割増率の回復と引き上げを求めていくこととする。
　また時間外労働・休日労働は、通常の労働とは違う特別の労働を労働者に課すものであるとの認識に立ち、連合の目標である時間外割増率50％、休日労働割増率100％に向け、すべての組合が一丸となって取り組む。

（４）　最低賃金の協定化については、昨年に引き続き最低賃金の協定化に向けた取り組みが一歩でも前進するよう、段階的な取り組みを行なう。そのためには、それぞれの単組がこれまでの取り組み経過や実情に応じ、段階的に前進させていけるよう提起する。

（５）　パートの組織化と処遇改善については、賃金引き上げ以外に福利厚生を含めた処遇改善の取り組みを掲げるとともに、フード連合の組織化方針に基づいて組織化の推進がはかられるよう課題として提起する。


（４）　フード連合2007春季生活闘争方針・統一要求課題の概要（別紙19ページ参照）
　別紙の通り、5つの統一要求課題の目標を示すと共に、その他の課題として、①｢労働時間管理の徹底と総労働時間の短縮｣、②「希望する者全員を対象とした65歳までの雇用確保」、③｢男女間の労働条件格差の是正｣、④｢職場における労働安全衛生活動｣、⑤「フード連合の政策課題（食の安全・安心、公正な流通取引慣行の実現）の推進」について、特に春闘期間における交渉が年間の中心的な労使交渉の場となっている組合は、春闘期間での取り組み強化をはかることとしました。
２．　フード連合の各課題に対する取り組みと結果について

（１）　統一要求課題の取り組み（2007年6月30日最終集計）
[image: image4.emf](4) 取組状況から見た集計

組合数 組合数 組合数

254 8 231

3 0 2

4 0 4

261 8 237

※ 集計には労使確認を含む。

昨年対比(金額比較)

賃上げに取り組んだ組合→231組合、

組合数 ％

労使確認の組合→30組合、

146 66.1

取り組めなかった組合→21組合、

75 33.9

合計(報告組合)→282組合。

221 100.0

(5) 収拾状況(※定昇既知組合)

組合数 ％

41 32.0

※ベア要求→95組合。

85 66.4

※定昇(相当分)を確保した組合(％)。

2 1.6

(①＋②) 126 組合

0 0.0

98.4 ％

128 100.0

(6) 収拾額・率から見た規模別単組数集計　

（単位：組合）

1000人

以上

999～

300人

299～

100人

99人

以下

合計 ％

8000円以上 2 1 3 1.3

7000円 ～ 7999円 2 6 1 9 4.0

6000円 ～ 6999円 4 4 5 2 15 6.6

5000円 ～ 5999円 6 8 8 11 33 14.6

4000円 ～ 4999円 3 6 12 22 43 19.0

3000円 ～ 3999円 2 5 19 35 61 27.0

2000円 ～ 2999円 1 4 6 26 37 16.4

1000円 ～ 1999円 1 3 13 17 7.5

1円 ～ 999円 #VALUE!

0円(賃上げなし) 1 7 8 3.5

合計 20 34 56 116 226 100.0

1000人

以上

999～

300人

299～

100人

99人

以下

合計 ％

3.0％以上 #VALUE!

2.70％ ～ 2.99％ 1 2 1 4 1.8

2.50％ ～ 2.69％ 1 4 1 6 2.7

2.30％ ～ 2.49％ 2 3 4 5 14 6.2

2.00％ ～ 2.29％ 4 8 12 14 38 16.8

1.70％ ～ 1.99％ 5 8 9 18 40 17.7

1.50％ ～ 1.69％ 4 5 8 11 28 12.4

1.30％ ～ 1.49％ 1 1 8 20 30 13.3

1.00％ ～ 1.29％ 3 4 6 22 35 15.5

0％ ～ 0.99％ 2 4 25 31 13.7

合計 20 34 56 116 226 100.0

(7) 収拾額・率から見た昨年同組合比

(平均賃上げ方式)

収拾額 率 収拾額 率 収拾額 率 収拾額 率 額 率 額 率

食 肉

40 4,258 1.51 3,390 1.42 4,270 1.53 3,388 1.44 -12 -0.01 2 -0.03

乳 業

29 5,558 2.00 3,687 1.55 5,630 2.00 3,549 1.49 -72 0.01 138 0.06

水 産 冷 食

8 5,699 2.03 4,432 1.72 5,399 1.93 4,422 1.72 299 0.10 10 0.00

醤 油 味 噌

25 5,896 2.04 3,843 1.49 5,255 1.81 3,407 1.30 641 0.23 437 0.19

油 脂 調 味 料

2 7,673 2.54 6,963 2.32 7,376 2.45 6,759 2.25 297 0.10 204 0.06

糖 業

12 5,987 2.08 4,655 1.70 5,901 2.03 4,661 1.65 85 0.05 -6 0.04

製 粉

20 6,416 2.23 4,726 1.94 6,524 2.32 4,722 1.93 -108 -0.08 4 0.01

パ ン

20 3,969 1.62 3,126 1.44 3,917 1.53 3,109 1.41 52 0.09 16 0.03

菓 子

12 6,917 2.20 5,232 1.99 6,576 2.11 4,980 1.88 340 0.09 251 0.11

飲 料 ビ ー ル

14 5,414 1.70 4,135 1.68 5,691 1.79 4,277 1.75 -276 -0.09 -142 -0.07

酒 類

15 5,999 2.06 5,064 1.90 5,797 2.03 4,836 1.88 202 0.03 228 0.03

た ば こ 関 連

2 3,325 1.26 3,671 1.33 3,438 1.30 3,568 1.30 -112 -0.04 103 0.03

流 通 食 品

15 4,479 1.85 2,864 1.25 4,307 1.81 2,774 1.22 172 0.04 90 0.03

全 体

214 5,326 1.88 3,962 1.60 5,253 1.85 3,860 1.56 73 0.03 102 0.04

主 要 300 人 以 上

54 5,648 1.93 5,250 1.86 5,611 1.91 5,199 1.85 37 0.02 51 0.01

そ の 他 299 人 以 下

160 4,011 1.67 3,527 1.51 3,814 1.59 3,408 1.46 196 0.08 119 0.05

1,000 人 以 上

20 5,917 1.96 5,718 1.90 5,876 1.93 5,733 1.91 41 0.02 -15 0.00

999 ～ 300 人

34 5,074 1.86 4,974 1.84 5,024 1.84 4,885 1.82 50 0.02 89 0.02

299 ～ 100 人

53 4,375 1.81 4,199 1.76 4,185 1.72 4,069 1.70 190 0.09 131 0.06

99 人 以 下

107 3,295 1.40 3,194 1.39 3,109 1.35 3,081 1.35 186 0.06 113 0.04

組合数



昨年実績、又は昨年実績以上だった組合

昨年実績を下回った組合

合計



平均収拾

(単純平均) (加重平均)



①ベア、賃金改善分確保

②定昇(相当分)のみ確保

③定昇(相当分)を確保できず

④賃上げなし

合計

業　種　名

個別B収拾



(単純平均)

2007春闘収拾 2006春闘収拾 昨年比

(加重平均) (単純平均) (加重平均)



収拾合計

個別B回答

平均賃上げ方式で取り組んだ組合

個別A方式で取り組んだ組合

個別B方式で取り組んだ組合

取組合計 回答合計

個別A収拾

平均回答

個別A回答

[image: image5.emf]【2007春闘、一時金集計】

6月30日集計

(1) 2007年間一時金(夏冬型)、2007夏季一時金(夏冬型の夏分)集計

年間一時金(夏冬型)

組合数

加重平均 単純平均

組合数

加重平均 単純平均

年 間 ヶ 月 117 5.30 5.20 99 5.13 4.64

年 間 金 額 41 1,428,742 1,294,435 46 1,580,174 1,329,546

夏季一時金(夏冬型の夏分)

組合数

加重平均 単純平均

組合数

加重平均 単純平均

夏 ヶ 月 84 2.61 2.41 96 2.48 2.11

夏 金 額 45 716,195 614,494 58 689,232 541,288

(2) 取組状況から見た集計

組合数 組合数

8 年間収拾

0 夏だけ収拾

44 1 夏収拾

年間収拾

夏だけ収拾

200 9 収拾合計

昨年対比(金額比較)

組合数 ％

昨年実績、又は昨年実績以上だった組合 46 60.5

昨年実績を下回った組合 30 39.5

76 100.0

(3) 年間月数からみた要求,収拾集計

組合数 ％ 組合員数 ％ 組合数 ％ 組合員数

6 ヶ 月 以 上 43 36.8 13,564 39.3 7 7.1 8,401

5 ヶ 月 ～ 5.99 ヶ 月 40 34.2 11,956 34.6 40 40.4 22,475

4 ヶ 月 ～ 4.99 ヶ 月 28 23.9 8,305 24.1 33 33.3 9,757

3.99 ヶ 月 以 下 6 5.1 684 2.0 19 19.2 3,370

合計 117 100.0 34,509 100.0 99 100.0 44,003

(4) 年間月数からみた昨年同組合比

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

年間月数

（加重）

年間月数

（単純）

食 肉 11 3.87 3.77 3.80 3.72 0.08 0.05

乳 業 19 5.45 4.43 5.47 4.45 -0.02 -0.02

水 産 冷 食 8 5.44 5.07 5.24 4.92 0.20 0.15

醤 油 味 噌 6 5.25 3.90 5.23 3.98 0.03 -0.09

油 脂 調 味 料 0 #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0! #DIV/0!

糖 業 9 4.94 5.23 4.78 4.89 0.15 0.34

製 粉 11 5.57 4.78 5.60 4.87 -0.04 -0.08

パ ン 1 5.20 5.20 5.20 5.20 0.00 0.00

菓 子 13 5.12 5.02 5.26 5.05 -0.14 -0.03

飲 料 ビ ー ル 5 5.33 5.30 4.99 5.05 0.33 0.25

酒 類 7 4.98 4.88 5.28 5.07 -0.29 -0.19

た ば こ 関 連 2 5.69 5.49 5.10 5.04 0.59 0.45

流 通 食 品 6 4.73 3.80 4.36 3.78 0.37 0.02

全 体

98 5.13 4.63 5.07 4.60 0.06 0.04

主 要 300 人 以 上

33 5.22 5.07 5.17 5.06 0.06 0.02

そ の 他 299 人 以 下

65 4.51 4.41 4.44 4.37 0.07 0.05

1,000 人 以 上

14 5.28 5.26 5.19 5.17 0.09 0.09

999 ～ 300 人

19 5.08 4.94 5.11 4.97 -0.03 -0.03

299 ～ 100 人

19 4.52 4.40 4.40 4.34 0.11 0.06

99 人 以 下

46 4.51 4.42 4.51 4.38 0.00 0.04

28 業績連動で取り組んだ組合

回答合計



2007要求



夏季のみ取り組んだ組合

（夏冬型の夏分）

128

2007要求

夏冬型年間で取り組んだ組合

100.0

昨年比

組合数

2007春闘収拾 2006春闘収拾

2007収拾

年間回答

夏だけ回答

2007収拾

19.1

51.1

22.2

7.7

5

152

夏回答

％

組合数



(収拾)年間月数

取組合計



91

14

30

12

業　種　名



合計

(要求)年間月数

年間月数

１）　統一要求課題の単組の取り組み状況
　賃金改善に取り組んだ組合は231組合（昨年211組合）、労使確認のみの組合は30組合（昨年52組合）で、労使確認のみの組合が減少し、昨年以上に多くの組合が賃金改善に取り組みました。一時金は、200組合（昨年198組合）が取り組みました。今春闘で新たに設定した時間外割増率の引き上げは、65組合が取り組みました。最低賃金の協定化に向けた取り組みは、78組合（昨年72組合）が取り組みましたが、全従業員を対象にした企業内最低賃金の協定化に向けてはまだ不十分な取り組み状況となっています。パートの組織化と処遇改善は、56組合（昨年51組合）が取り組み、通年の取り組みと併せて取り組みが進んでいると言えます。
２）　賃金改善による賃金の引き上げの取り組みと妥結結果
　平均賃上げ方式で取り組んだ組合は254組合（昨年256組合）、うち要求を行った組合は231組合（昨年211組合）、個別賃金で要求した組合は7組合（昨年7組合）となっています。要求した組合のうち定昇が分かっている128組合中、95組合（昨年126組合中76組合）、7割以上の組合がベア・賃金改善を要求しました。また、定昇制度があるなど要求しなかった組合や労使確認のみの組合は30組合（昨年52組合）となっており、要求しなかった組合が少なくなっています。この取り組み結果は、フード連合の方針を基本に共闘を意識した各単組の姿勢が表れた結果と評価しています。しかし、企業業績が著しく悪化しているなど春闘に取り組めなかった組合は21組合（昨年14組合）で昨年同様に厳しい取り組みを余儀なくされた単組もありました。
　フード連合全体の平均要求額は、7,018円2.52％（昨年6,017円2.31％）と、金額で1,001円、率で0.21ポイント上回る要求ができましたが、8,500円基準の要求に対しては下回っています。

　妥結結果は、フード連合の全体平均で5,149円1.78％（昨年5,282円1.86％）と昨年を下回っていますが、同一組合比では5,326円1.88％と額で73円の増額、率では0.03ポイント上回りました。

　また、賃金制度があり定昇相当分が既知の組合128組合のうち、ベア・賃金改善分を獲得した組合は41組合（昨年29組合）で昨年より10組合以上増えています。
　ベアや賃金改善を獲得した組合が昨年より増えているにも関わらず、昨年の妥結平均額を下回った要因は、単組の構成人員の変動により平均算定基礎ベースが下がってきていることと、賃金制度の変更等で、算定基礎額の捉え方が違ってきていることなどが考えられます。また、連合の平均（第6回集計）5,543円1.87％、さらに経団連大手製造業平均6,098円1.88％より額・率とも下回りました。フード連合の多くの単組が健闘し昨年を上回る額を獲得したものの、要求に対するベア・賃金改善の引き上げ額は不満の残る結果となりました。
　また、フード連合の299人以下の中小組合の妥結では、4,003円1.67％（昨年3,893円1.64％）、と昨年より110円上回り、昨年同組合比では額で196円、率で0.08ポイント増と健闘した昨年をさらに上回る健闘が見られました。格差是正を求めて昨年実績以上の獲得をめざした粘り強い交渉が結果につながったものと思われます。
３）　一時金の安定確保の取り組みと結果

　一時金の結果については、年間夏冬型99組合平均5.13ヶ月（昨年88組合平均5.19ヶ月）と昨年より0.06ヶ月下回りました。金額による昨年同組合比較では、比較可能な76組合中、昨年より上回るか同金額だった組合は46組合、昨年を下回った組合は30組合と昨年を上回った組合の方が多くなっています。昨年同組合比では全体で0.06ヶ月、299人以下の中小組合は0.07ヶ月上回りました。
　また、賃金改善の獲得ができなかった組合で、昨年を上回る何らかの成果を求め、特別一時金などを獲得した組合が目立ちました。経営側は、一律的なベアや賃金改善には応えられないとしながらも、成果や業績の配分は一時金で応えるとし、月例賃金から一時金にシフトさせる傾向は昨年以上に進み、好不調の企業間・業種間の業績が反映された結果となりました。
　なお、業績連動制を導入している組合は、28組合（昨年33組合）となっています。
４）　時間外割増率の引き上げの取り組みと結果
　時間外割増率については、恒常的な時間外労働を削減するため、今次春闘から統一要求課題として取り組むことにしました。要求した組合は65組合で、そのうち46組合が妥結しています。要求した多くの組合は現行の割増率にとどまりましたが、一部であるものの法定割増率25％から30％に引き上げた組合や、すべての休日の割増率を35％に引き上げた組合もあり、一定の成果を上げています。長時間労働や時間外割増率などについて、春闘交渉の場を通じ会社と話し合う機会を作ったことは評価でき、さらなる運動の広がりを推進していくことが重要であると考えます。
５）　最低賃金の協定化の取り組みと結果

　取り組みを行った組合は78組合で昨年と同程度の取り組みとなっています。このことは既に協定化しているために取り組んでいない単組や、賃金制度により初任給の確認ができているなどの単組の集計が正確に把握できていなかったためと思われます。フード連合の06年総合労働条件調査では、パートを含めた企業内最低賃金の協定化をしている単組は16組合、正社員のみ適用の協定化は24組合と少なく、協定化に向けた実効性ある取り組みという点では限定的であり、まだ不十分と言わざるを得ません。
今国会で労働法関係が審議され、最低賃金についても生活保護との整合性を求めるなど世論の関心は高まっています。引き続き、単組役員と組合員の意識喚起と取り組みへの理解・周知に向けてさらに運動を推し進めていくことが必要です。

６）　パート等の組織化と処遇改善の取り組みと結果
　取り組みを行った組合は56組合（昨年51組合）で昨年より取り組んだ組合が多くなっています。主要組合を中心にこの2年間で2,045名のパートが加盟しており、通年の取り組みと合わせて組織化は確実に進んでいると言えます。また、パートの時給についても、昨年までのゼロ回答から10円以上獲得した組合が多くありました。
　連合のパート共闘の取り組みが社会的な関心を集めていることもあり、パートの組織化と処遇改善について、運動の広がりは前進しつつあります。今後も引き続き通年の取り組みにと春闘での取り組みを効果的に連動させ、均等処遇実現に向けて取り組みを進めていくことが必要です。
３．闘争体制と経過

（１）　ヤマ場の取り組みと体制
　連合は、2月2日「闘争開始宣言2.2中央集会」を開催し、「STOP！THE　格差社会」を合い言葉に、4産別からの07春闘に臨む決意表明と中小・パート共闘会議からの訴えを行ないました。フード連合からも渡邉会長が配分の歪みに対する怒りの決意表明を行ない、フード連合の統一要求課題の取り組みをアピールしました。

　また、積極的な賃金要求で昨年を上回る賃金改善を獲得するため、3月内決着に向け3月14～16日を最大のヤマ場とする中で、産別は交渉の主体である単組の交渉が有利に行なわれるよう、それぞれの産別実態にあった支援を行なうことにしました。

　フード連合は、「第5回中央委員会」で各単組の相互理解のもとに共闘体制を確立し、統一回答指定日を、中小組合も含め3月14日(水)とし、その日をヤマ場として集中決着がはかられるように全力を尽くすこととしました。なお、回答指定日での決着が困難な組合についても、3月第3週～第4週の集中回答ゾーンでの決着をめざし、3月内に決着できる態勢を作ることを確認しました。
　07春闘を闘うキーワードを「怒り」であるとし、労働者への配分の歪みを是正していくためにも、その怒りを春闘交渉のエネルギーに変えて闘っていくことを確認し、そして賃金改善分を要求している主要組合を中心に「有志共闘」（連合内）に参加し、相乗効果を発揮して昨年を上回る回答を引き出していくことにしました。単組の事情等でベアや賃金改善を要求しない単組についても、定昇相当分（賃金制度による賃上げ原資）等による賃金引き上げを統一回答指定日に引き出し、その賃金引き上げ分を公表して、フード連合全体で賃金引き上げへの波及に努めることにしました。

　また、2月末遅くとも3月2日（金）までに要求提出を行い、要求実現に向けて速やかに団体交渉を行なうこととし、ヤマ場までの前段交渉に向けて、「有志共闘参加組合会議（2月27日、3月9日）」を開催し、賃金改善分引き上げの成果が最大限発揮されるよう情報交換を行ないました。

　第２回中央闘争委員会（3月8日）では、フード連合としての①ヤマ場に向けた考え方、②ヤマ場の闘争体制、③４月段階の未解決組合に対する支援・フォロー体制の強化などについて確認しました。
　主な確認事項は以下の通りです。（第2回中央闘争委員会）
	○　連合は3月1日、第1回要求集計を行い、平均方式1,609組合で7,086円（2.44％）、昨年対比398円増、個別35歳A方式38組合で3,115円（1.12％）、昨年対比1,472円増、30歳A方式72組合で2,113円（0.73％）、昨年対比112円増となっている。平均方式で約400円のアップとなっており7,000円を超えたのは6年ぶりのことである。また、個別方式では引き上げ額2,000円～3,000円と昨年以上の要求額となっている。
　一時金の要求については年間5.35ヶ月と、昨年同時期対比で0.11ヶ月上回った要求月数となっている。

○　フード連合の3月8日現在の要求集計（69報告組合）は、平均方式で7,223円(2.65％)となっており、昨年の同時期6,072円(2.30％)に比べて1,151円増、0.35％増と額・率とも大きく上回っている。また、ベア・賃金改善要求組合は47組合が要求しており、昨年の同時期34組合に比べて増えている。

○　3月内決着に向けた回答引き出しの準備状況は、30組合が第1のヤマ場（3月14～16日）での引き出しを設定しており、うちベア・賃金改善を要求している有志共闘参加対象組合は22組合となっている。また、39組合が3月末に回答指定日・ヤマ場を設定している。

○　ヤマ場を前にした交渉で経営側は、「少子高齢化による影響やFTAやEPA問題、さらに原材料の高騰等を先行き不透明要因とし、厳しい競争に生き残るためには、これ以上の賃上げは認められない。また、横並びの賃上げではなく企業の支払い能力によって個別労使で決定すべき」と経労委報告を引用した主張を繰り返しており、何年ぶりかで賃上げ要求している組合に対して慎重な姿勢を崩していないが、ベア回答の感触を得ている組合も一部に出てきている。

○　ヤマ場に向けた考え方

①　フード連合の方針にそって、1％相当の賃金改善に取り組んでいる組合は、最低でも実質的な生活維持分の原資を確保し、さらに分配の歪みを正すべく、満額獲得に向けて積極的な上積みをはかる。

②　単組の事情等で賃金改善要求が1％に満たない、もしくはギリギリの水準で闘っている組合は、要求の満額獲得に全力をあげる。

③　中小組合など賃金制度が未整備な組合は、前年実績を獲得し、さらに格差是正分や賃金改善などの上乗せをはかる。また、これ以上の格差を拡大させないために、先行組合の賃上げ結果を目標にその獲得に全力をあげる。

④　賃金改善以外の統一要求課題である、「一時金」、「時間外割増率の引き上げ」、「最低賃金の協定化」、「パートの組織化と処遇改善」についても、引き続きその実現に向けて全力をあげる。

○　４月段階の未解決組合に対する支援・フォロー体制の強化

　フード連合は、3月内決着を基本に取り組みを強めるが、4月決着を設定している組合や4月段階に決着がズレ込む組合に対する支援・フォロー体制について、中小共闘センターおよび業種別部会で早期決着がはかられるよう情報連絡や個別相談への対応などの指導を強めていく。特に5月以降に決着を想定している単組が依然多い中では、4月決着に向けて前倒した取り組みができるよう、個別単組ごとに指導を強化する。
　また、主要組合は取引関係で圧力がかからないようにするなど中小組合の労使交渉を支援する。中小組合は、｢フード連合2007春季生活闘争『統一要求課題実践に向けた労使交渉の争点(07年版)：フード連合の中小労組元気派宣言』｣（2007年3月8日発信)を活用するなどの取り組みを強化する。


　以上の内容について確認し、ヤマ場の集約と情報化については、3月19日時点で｢2007春季生活闘争のヤマ場を終えての事務局長談話｣、4月2日時点で「2007春季生活闘争3月内決着を越えて、4月段階のたたかいに向けて｣を発信しました。
　フード連合の４月段階のたたかいについては、これまでの妥結結果や連合中小労働委員会で示された妥結基準を踏まえ、「昨年妥結実績に500円以上の上積み、または5,000円以上の獲得をめざすこととする。」とした妥結基準を設定し、昨年を上回る賃金改善の獲得に向けて取り組みの強化をはかってきました。

（２）　4月末段階までの取り組み
　フード連合は、第3回中央闘争委員会（4月18日）で、4月末段階までのたたかいに対する評価と未解決組合に対する対応と妥結ミニマム基準について以下の通り確認し、2007春闘中央闘争委員会を閉じることにしました。
	１．これまでのたたかいに対する評価

（1)　連合は第3回回答・妥結集計（4月12日）を行い、平均方式で5,847円(1.93％)、304円(0.07％)増となっている。300人未満も4,664円(1.84％)となり、193円（0.08％)増となっている。第15回中小労働委員会（連合中小共闘センター）確認事項において、妥結組合の55.1％が、目安としていた賃金カーブ相当分（4,500円）以上を獲得し、昨年同時期の49.1％を６ポイント上回った。妥結水準は、引き続き中小共闘発足以来、最も高いレベルにあると評価している。また、妥結組合数が1,077組合と昨年同時期1,380組合より少なく、解決時期は遅れているが、全体的に賃金改善分の獲得や昨年妥結実績に上積みをめざした粘り強い交渉が続けられているためとみている。

（2)　フード連合の4月16日までの妥結集計は84組合が妥結しており、昨年同組合の平均方式でフード連合全体では5,576円（1.91％）、34円（0.02％）増となっている。300人未満についても、4,312円（1.79％）76円（0.02％）増となっている。特に99人以下については、3,763円（1.62％）、245円増と健闘していが、中小組合の賃金カーブ確保相当分である4,500円の水準までには達していない。また、ベア・賃金改善を獲得した組合は、定昇が分かっている62組合中28組合が獲得しており、昨年同時期（24日、18組合）に比べ10組合多くの組合が獲得している。
　賃金以外の取り組みについては、時間外割増率を25％から30％に引き上げた組合やパートの時間給を10円引き上げた組合、そして、正社員の賃金改善はできなかったが、パートの賃上げについて定昇に700円のベアを獲得した組合など、賃上げが十分な成果が得られなくても、それ以外の課題で一定の成果を上げている。

（3)　3月内で決着した組合は69組合(昨年73組合)で、妥結が遅れていた昨年よりさらに遅れており、4月現段階にでもこの傾向が続いている。このことは、連合の妥結状況と同様に、昨年の獲得実績以上をめざした粘り強い交渉を続けている一方、業績不振や支払い能力、さらに決算の未確定等を理由に、賃上げや一時金交渉には応じられないとしている経営側の姿勢が、昨年以上に強くなっている点も交渉が遅れている要因と思われる。また、これから要求提出を予定している組合も含め、実質150組合程度が未解決となっている。

２．　未解決組合への対応と妥結ミニマム基準

　フード連合の今後のたたかいについては、これまでの妥結結果や連合中小労働委員会で示されたミニマム妥結基準を踏まえ、フード連合のミニマム妥結基準を以下に示す。

①　定昇相当分を含む賃金引上げ4,500円以上の獲得をめざす。
または、昨年妥結実績に300円以上の上積みをはかる。

②賃上げ以外の要求課題についても、何からの成果を引き出し、納得する結果が得られるまで、あきらめることなく全力を尽くす。
　未解決組合の多くは、賃金制度が未整備な組合、経営状況が厳しい組合であり、また単組の交渉力にも限界があるなど、厳しい環境にある。従って、個別単組のおかれている状況を踏まえ、引き続き中小共闘センターからの情報発信と本部・業種別部会・地域ブロックと連携を強めながら精力的な交渉支援を行ない、解決促進に努めることとする。


（３）　中小労組の取り組み

　フード連合は、5回の中小共闘センター会議を通じて、要求の考え方や厳しい経営状況が続く中小企業における交渉のあり方について、また、地域、部会、労働局の連携による単組状況の把握や支援の態勢について確認するとともに、中小労組会議や単組オルグなどを通じて単組交渉の支援・指導を行ってきました。

　300人未満の中小組合の賃上げは、全体平均では昨年並みの賃上げとなっているなかで、平均で昨年より110円（0.03％）アップの4,003円（1.67％）と健闘しました。しかし、個別に検証すると、目に見える賃金改善を獲得した組合は一部であり、昨年に比べて改善した組合も多くは、昨年抑えられたものが従来の賃上げ水準に戻したものであったりしています。まだまだ多くの組合では、食品中小企業の業績の厳しさを反映して賃金カーブ維持以下の賃上げとなっており、今春闘は一定の成果に留まりました。

　妥結時期については、4月段階まで昨年より遅れ気味でした。これは、会社側が会社業績の厳しさと共に今年の賃上げ機運への警戒感から回答を出し渋ったり、回答時期をずらしたりして水準を抑えたことが主な理由と考えられます。また、賃金水準の低下や大手との格差が拡大している現状を是正する必要を自覚した組合が妥結水準にこだわって粘り強く交渉したことにもありました。5月中旬以降は妥結組合数が昨年までの状況に追いついてきていますが、交渉が大幅に遅れている組合や一時金が賃金と別途交渉となった組合も見られます。

　今春闘では、オルグや中小労組会議、中小共闘センターMemo（vol1～vol8）などで、格差是正の前提となる「同一価値労働・同一賃金」の考え方、すなわち、同じような仕事の対価としての賃金の基準は企業規模にかかわらず同水準でなくてはならないことを踏まえて、格差是正分を含んだ要求を掲げることを求めてきました。結果、理解し実践する組合が増えてきました。今後、より業種別部会等で賃金や労働条件の比較を通じて共闘できる目標を設定していく必要があります。

Ⅱ　今後の課題

１．　統一要求課題について

　フード連合は05春闘以降、時限的な共闘の強化とその実効性を高めるために、すべての組合が取り組む課題として「統一要求課題」を設定してきました。07春闘では、06春闘で提起した4つの統一要求課題に、新たに「時間外割増率の引き上げ」を加え、5つの課題を設定しました。

　「統一要求課題」を産別の方針として打ち出すことで、方針に沿った要求をして一定の成果を収めている業種別部会や単組もありますが、共闘としての縛りをもたず単組の実情に応じた取り組みとなっていることもあり、特に賃金・一時金以外の課題についてはすべての組合が要求し共闘するといった体制にはなっていません。今後、共闘としての取り組みの実効性をさらに高めていくためには、統一要求課題の位置づけを整理し明確にすることで、産別内または業種別部会内が結集することのできる課題を設定していくことが重要です。

　また、「取り組まない（めない）」と集計されている組合の中には、すでに最賃を協定化しているから取り組んでいない、あるいは通年で取り組んでいるため春闘（時限）では取り組んでいないといったケースも含まれており、「取り組めず（まない）」がイコール「取り組みが進んでいない」ことにはなっていないことも指摘されています。波及効果の面からも、今後は「なぜ取り組めない（まない）のか」についてのアプローチも必要と言えます。

（1）　賃金改善による賃金の引き上げの取り組み

　07春闘は、「反転攻勢」「昨年を上回る積極的な賃金改善」をキーワードに取り組みを進め、定昇(相当分)確保からベア・賃金改善を確保するための春闘へと一定の前進が図られました。特に、水準的にはまだまだ十分とは言えないものの、中小組合の健闘がめだちました。

　次年度は、景気の情勢が再び踊り場になるとの懸念もありますが、企業業績は引き続き好調を維持すると思われます。物価の上昇も見込まれる中、労働界全体として賃金改善の気運は今年以上に強まると予想されます。

　07春闘では昨年に引き続き、情報の共有化など共闘体制を強化し、引き上げ額を調整して一定の成果をあげた業種別部会がありました。次年度も共闘機能を強化し、さらに効果的な共闘のあり方についても検討する必要があります。そのためには、加盟組合が結集でき、波及効果のある要求基準の設定や統一要求基準にこだわった要求のあり方、そして評価についての工夫も必要です。特別一時金などで賃金改善を図った単組への理解、一時金へのシフト化への対応といった観点からも、従来の平均方式を基本とするだけではなく、絶対額（水準）の併記や年収ベースでの表示など多面的に検討していくことが大切です。

　格差是正や賃金の底上げについては絶対水準での取り組みが重要なものとなってきており、そのための実態賃金の把握や賃金制度作りなどの取り組みが必要です。引き続き賃金実態調査への集約を徹底するとともに、「フード連合賃金政策」の活用を図りながら格差是正と賃金の底上げに向けた取り組みを推し進めていくことが重要です。

（２）　一時金の安定確保の取り組み　
　企業業績の格差が一時金の獲得結果に顕著に現れるようになり、そのため年収ベースでの変動が大きくなっています。業績連動化が一層進む中で特に中小労組への影響が懸念されます。年収の安定確保に向けて｢6ヶ月を基本とし、平均4ヶ月を最低基準とする｣ことを基本に、今後も一時金の要求実態・獲得実績や、成果の配分が一時金にシフトされてきている流れなどを踏まえながら要求の組み立てに対する組織内の議論を重ねていくことが重要です。

（３）　時間外割増率の引き上げの取り組み

　今春闘で初めて統一要求課題とし取り上げましたが、多くの単組が要求したことで、その意義は大きかったと言えます。

　国会でも長時間労働に対する時間外割増率の引き上げが検討されていますが、法的な整備を待つだけではなく、「労働時間管理の徹底と総労働時間の短縮」と合わせ、引き続き社会全体の運動に結びつけて前進させる必要があります。安易な要員の削減による過長労働を防止するためにも、少なくとも均衡割増率として厚生労働省が公表をしている50％の割増率をめざし、取り組みを進めていくことが大切です。

　最低賃金の協定化と同様、法的な規制を実現して中小企業や未組織労働者に波及させるためにも、労働組合が要求し勝ち取ることで、実態としての水準を引き上げていくことが重要です。

（４）　最低賃金の協定化の取り組み

　これまでの取り組みで最低賃金の重要性は理解されつつあり、段階的な取り組みとして前進してきていますが、協定化に向けた実効性ある取り組みという点では、いまだ限定的であり不十分と言わざるを得ません。企業内最低賃金協定は、最も重要な協定であるととらえる必要があります。労働組合は「既得権で守られた正規社員で作られている」という批判もある中、最賃レベルの組合員はいないから取り組まないというのは論外です。

　社会的にも最低賃金の議論がされている今、労働組合が積極的に最低賃金の協定化に取り組み、法制化（地域別最低賃金の引き上げ）につなげていくことが重要です。08春闘では、セーフティネット機能を作っていくのは、労働組合の社会的責任であり原点であるとの共通認識のもと、協定化に向けて段階的な取り組みを一歩進めた取り組みとしていくことが必要です。

（５）　パート等の組織化と処遇改善の取り組み

　パート等の処遇改善については社会的にも重要な課題となっています。春闘での取り組みに限らず、通年の取り組みとして引き続き強化していく必要があります。そのための意識喚起や組織化を通した処遇改善と実態把握などの取り組み、さらに、先進事例など情報交換や情報開示などを通じた運動としての広がりをどのように進めていくかなどについて組織内の議論を深めていくことが大切です。

２．　情報開示と共有化について

　格差是正や賃金の底上げへの波及効果を高めるために、これまでの平均賃上げ方式による比較から個別賃金等の絶対水準での集計・公表も検討する必要があります。しかし、そのための前提となる情報開示や共有化については、レスポンスを含む協力体制が極めて不十分であると言わざるを得ません。中小労組では調査体制が確立できていないなど、やむを得ない組合もあるかと思いますが、報告してもしなくても大勢に影響しないと受け身の情報を期待しているだけになっている単組があるのではないでしょうか。まして加重平均による比較では影響の大きい主要組合でも、調査報告されていないケースがあることは問題です。

　引き続き情報開示や共有化について組織内の議論を深め、意識を高めていくことが重要ですが、各組合への支援体制の強化、業種別部会としての共闘の強化といった観点を含め、業種別部会主導による情報収集の方法についても検討する必要があります。

３．　闘いと体制について

　07春闘では、12月に開催した討論集会でテーマを春闘に絞り込み、また分散会を単組での役職別に実施したことで、目的意識が高まり、これまで以上に共闘の意義を確認することができたと評価しています。08春闘でも、引き続き早い段階から検討を始め、産別としての結束力を高める開催を検討していきます。

　連合内に新たに発足した有志共闘への参加については、対象となった組合の中で「必ず獲得するという意識が強まった」との声も多く、集中回答指定日に向けたムードづくりにつながる闘いができました。08春闘に向けては、参加対象組合を拡大していく検討とともに、有志共闘の情報開示がその後の交渉に波及できたかなどを検証していくことが大切です。中小共闘、パート共闘と併せ、引き続き連合の議論を踏まえて検討していきます。

　年々妥結が遅れる傾向が強まっています。07春闘では、昨年以上の回答引き出しにこだわり、交渉が長引いているとの分析をしていますが、一部に会社からの回答時期をずらされ、結果、水準を低く抑えられたりしています。全体的には、妥結の遅れ＝水準（相場）が低下する傾向にあり、回答指定日の設定や交渉の進め方など、前倒しした取り組みを志向していくことが重要です。そのためにも、連合・フード連合の集中回答指定日への参加を、特に主要組合が徹底していくことが必要です。

　07春闘では、食品産業の経営側が結束を強める状況が見られ、交渉が難航した業種や単組もありました。こうした経営への対抗手段として、組合としても共闘を意識した闘い方と戦術面の強化を図る必要があります。業種別代表者会議や中央闘争委員会の機能を充実させるため、さらに組織内で効果的な闘いのあり方などの議論を深めていくことが重要です。

　　　以上2007春季生活闘争のまとめ（案）とします。
[別　紙]


[image: image1]



第50回中央委員会／2007.5.31
連合2007春季生活闘争の中間まとめ

ここ数年の春季生活闘争における賃金関係の取り組みを振り返ると、05年までは主として賃金カーブ維持の取り組みを行い、2006年～2007年で賃金改善に取り組み一定の成果を引き出した。労働時間に対する取り組みは、不払い残業の撲滅から長時間労働の是正、働き方の見直しにシフトしつつある。しかし、不払い残業の撲滅は、解決したわけではなく今後も取り組んでいく必要があることはいうまでもない。また、規模間格差の是正に対する取り組みは変わるものではないが、正社員だけの待遇改善からパート労働者等の待遇改善に視点を当てた取り組みに変わりつつある。これまでのこうした流れを今後とも引き継ぎ発展させていくことが重要である。

Ⅰ．2007春季生活闘争の位置づけと枠組みについての評価と課題
１．景気は史上最長といわれた「いざなぎ景気」を超え、企業業績は史上最高益を更新する企業が続出する一方、労働者家計の改善は遅れ、大企業と中小企業の労働条件の格差は拡大し、働き方の違いによる二極化がさらに進んでいる。
今次闘争では、雇用分野をはじめ行き過ぎた規制緩和や市場中心主義がもたらした「格差社会・二極化社会」から「公正・安心・安全な社会」への転換をめざし、マクロの分配の歪みを労働と生活への分配へと反転させることが必要である。このため、昨年を上回る賃金改善をはかること、パートタイム・契約・派遣労働者等の均等待遇、待遇改善をはかること、労働時間の短縮や時間外割増率の引き上げなどを通じて仕事と生活の調和の実現をめざすこと、などの課題に取り組むこととした。

マクロ的には労働側に１％以上の成果配分がなされるべきとの認識のもとに、昨年に続き２年目となる幅広い概念としての「賃金改善」を中心に、連合全体で昨年を上回る成果配分の獲得に取り組んだ。このことが社会的インパクトを高め、交渉を強くバックアップしたといえる。また、連合の格差社会に対する問題提起は、職場や社会の意識を喚起し、その広がりを見せたことは、闘いの姿勢を明確化するのに有効であり、連合が掲げた方針が今年度の結果につながったと考えられる。
２．結果については、連合全体で一体的に闘う体制の中で、先行した産別・単組が粘り強く懸命の交渉を展開したことで、「賃金改善分」を獲得し昨年を上回る結果となった。また、反転攻勢の年と位置づけた中で闘争を推進し、昨年に続き賃金改善を獲得したことは、これからの生活改善に向けた流れを作ったという点で、評価できる。

３．賃金改善は、内容が分かりにくく中小企業への波及力が弱いとの指摘もあり、課題を残した。また、方針で掲げた「マクロ的に労働側に１％以上の成果配分がされたか」「所得が低い層の底上げ、格差拡大を阻止できたか」等については、今後のマクロ経済の動きや社会的な分配の動きも検証する必要があるが、労働分配率の改善がなされたか、また、中小労組やパート労働者等の格差が是正されたかという点からは不十分な結果と言わざるを得ない。
４．連合は、２年目となるパート共闘の前進とともに、未組織のパート労働者に焦点を当て「誰でも時給1,000円」を掲げ社会的キャンペーンとして、地方連合会を中心に街宣行動等を展開した。この社会的キャンペーンについては、その方法や現実の時給との乖離等について指摘もされたが、社会的に分かりやすいメッセージを出したことで、世論喚起につながったことは評価できる。また、連合リビングウェイジの水準にもとづく全従業員対象の企業内最賃の協定化の方針も、社会的メッセージとして注目された。
５．中小共闘は、全体として、４年連続で対前年実績を上回る回答を引き出すなど、共闘の効果が発揮できたことと、地方連合会における中小共闘センターなどの活動や取り組みにも広がりがみられた。反面、景気回復の好影響が反映されたところとそうでないところとの二極化がみられ、格差是正にはつながらなかったところも多く課題を残した。
６．パート共闘は、昨年以上に社会的な関心を集めた。幅広い待遇改善の取り組みであったが、要求組合数、回答組合数とも昨年より多く、要求にそって一定の前進がはかられたことに加え、組織化も進んだ。今後もパート共闘は、均等・均衡待遇の実現に向け引き続き取り組みを進めていく必要がある。
７．連合は、すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題）として、４つの課題に取り組んだが、賃金以外のミニマム運動課題としては、①規模間格差の是正、均等待遇、②全従業員対象の企業内最低賃金協定、③労働時間管理の協定化と３６協定の総点検運動、法定どおりの場合は割増率を引き上げる、ことに取り組んだ。この中で、企業内最賃協定の締結と割増率の引き上げでは、一部で前進がみられたものの、全体でみれば現状にとどまるところも多い。
８．今次闘争においては、十分とは言えないものの中小組合・未組織労働者への波及効果もあったといえる。賃金の相場形成・波及メカニズムが変化している中で、格差是正に踏み込んだ取り組みのためには、中小組合においても、産業・企業を超えた賃金比較をきちんと行える仕組み（中小企業では標準労働者が少ないことを考慮したポイント賃金の設定など）を整備するとともに、底上げや格差是正のための枠組みを強化していく必要がある。
Ⅱ．具体的な取り組みの評価と課題
１．政策・制度要求の実現の取り組み

　　政策委員会で検討を行う
２．賃金の課題
(1) 賃金改善の取り組み
①　連合は、賃金カーブ維持分と物価上昇分を確保したうえで、生活向上分としてのベースアップや時間給の引き上げ、格差是正、賃金カーブの是正、低賃金層の底上げ等によって、昨年を上回る「賃金改善」を行う、との基本的考え方を示し、中小組合とパート労働者に対しては、社会的なアピールも含めて、具体的な要求の目安を示した。平均賃上げの結果（別紙参照）は、5,721円（1.90％）となり昨年同時期と比べ275円（0.06ポイント増）上回った。また、賃金改善分を把握できる組合の平均は約900円となった。業種別に見ると、昨年と同様に、製造業、商業流通、その他の業種と交通運輸との間では、賃上げの結果は大きくばらついた。

②　日本経団連は、経労委報告の中で格差社会や公正な配分には言及をせず、労使が取り組むべき課題は付加価値の増大であるとして、労働者の生活やがんばりには応えず、賃金抑制論を展開した。個別の交渉では、終盤まで経営側は、「国際競争力の維持」「月例賃金の改善は固定的なコスト増につながる」や「一時金での成果配分」など頑な態度を崩さず、交渉は難航したが、連合全体で「昨年を上回る賃金改善」による「社会的相場形成」「内需拡大による成長」をめざして取り組んだことが、昨年を上回る結果に結びついたものと受けとめている。
主要組合などでの労使交渉では、経営側から月例賃金の改善に対する強い拒否反応がみられた。また、産業実態や地域経済の厳しさも交渉を難航させるものとなった。しかし、ねばり強い交渉の結果、相当数の組合が「賃金改善分」を獲得した。経営側が、個別企業の論理に埋没し、賃金決定の社会性に対する認識が薄くなっていることは問題である。連合は、わが国経済社会の安定的な発展には、とくに中小企業に焦点を当てた社会的公正な賃金決定が不可欠であり、産業・企業の労使が企業の社会的責任を自覚し、答えを出すべきことを強く訴えていく必要がある。
③　今次春季生活闘争では、一時金へのシフトを強く主張する経営側の対応がみられた。一時金は、産業間・規模間・企業間で大きくばらついており、企業業績の短期的な動きなどによって大きく振れる傾向がある。大手を中心に生活維持分としての一時金水準が確保されているところと、まったくゼロに近い中小など、その水準のばらつきは大きい。また、年間収入ベースでとらえた賃金格差は拡大を続けている。

一時金での成果配分と同時に、報酬体系のベースである月例賃金を改善することで、組合員の将来への安心感を高め、現場のモラールを維持・向上させていくことは重要である。とくに、中小企業における一時金水準の厳しさを見ると、生活の元である月例賃金を重視した取り組みに重心を置く必要があるが、年間収入ベースでとらえた賃金格差の縮小も必要である。今後も月例重視で取り組むこととするが、月例賃金と一時金を合わせた年収ベースの実態把握を行うことも必要である。

 (2) 中小・地場組合の賃金改善
４年目となった中小共闘は、着実に成果を積み上げている。地方連合会における中小労働委員会等の立ち上げ、活動や地域ミニマム運動の展開など、具体的な取り組みも進んでいる。（詳細は、「2007中小共闘の取り組み報告」にまとめる予定）

①　中小・地場組合の要求目安として、「賃金カーブ維持分（4,500円）を確保したうえで賃金改善分2,500円以上（定昇込み7,000円以上）と設定した。今次闘争では、2007春季生活闘争方針と同時に目安を決定した。このことは、産別・単組にとっての取り組みやすさと、社会的メッセージを示すことができた。今後、決定時期や目安について、産別・単組の取り組みを踏まえ中小労働委員会で議論を深めていく。
②　闘い方については、マクロの景気回復が、内需型の中小・地場企業に及んでいないとされるなかで、自主交渉組合を中心に３月のヤマ場への結集を強めた。４月には、２つの解決促進ゾーンと妥結基準、妥結ミニマム基準を示し、賃上げ相場の波及に取り組んだ。
中小共闘発足以来、前年を上回る回答水準を獲得し続けたことは、厳しい環境の中での努力の結果といえる。しかし、現時点では格差拡大阻止ができたかどうかは不明であるが、中小共闘がこれまでに作り上げてきた流れをさらに発展させ、規模間賃金格差の是正に引き続き取り組む必要がある。
③　単組の交渉力強化も重要な課題である。方針では「自らの賃金実態の把握、社会水準や生計費等との比較、時系列での分析などを行うことで賃金改善の要求を明確にすること」が必要であることを強調した。産別における単組の賃金分析、地方連合会の地域ミニマム運動への参加や結果の活用などを通じて中小組合の取り組み支援を一層強めていく必要がある。また、個々の賃金実態を把握するのと同時に、賃上げのみならず妥結後の配分についても関与していくことが社会水準と比較するためには必要である。
３．パート労働者等の待遇改善
昨年は、パート共闘会議を初めて立ち上げ社会的にも注目された。2007年は、格差社会の是正、二極化の阻止に関する社会的な関心もあり、パート共闘の取り組みは、昨年以上に社会的アピール効果を発揮することとなった。
①　パート共闘には、昨年と同じ15産別が参加し、パートタイム労働者に対する取り組みとしては、均等・均衡待遇の実現に向けた取り組み、時間給の改善、正社員と実質的に異ならない者（擬似パート）に対する取り組みを行った。
産別によっては、パートあるいは契約社員などその態様や組織状況、取り組み経過の差などがあるものの、意見交換や情報開示による共通認識の醸成、取り組み状況の交流などを通じて、多くの成果が得られた。
産別の中には運動の柱のひとつに据えるなど取り組みの強化や、非組合員の待遇に関与するなど取り組みの広がりがみられた。この結果、パート共闘会議に参加した産別を中心に、４月末の段階で1,904組合が待遇改善に取り組み、飛躍的な前進をみせた。今後は、通年的な取り組みとの仕分け、共闘課題の扱い、情報の集約・発信のあり方、地方レベル（地域ユニオン等）での取り組み方など、課題ごとに検討を加え、パート共闘のさらなる前進をはかっていく必要がある。
②　前進した内容も多岐にわたり、パートや契約社員の均等・均衡待遇の実現では、一時金や退職金の支給、連続休暇や忌引きなどの休暇の扱い、社会保険の適用はもとより、正規社員への登用制度、均等・均衡待遇を原則とする人事制度の整備などの課題に取り組み、様々な成果を引き出した。また、パート労働者の組織化も産別・単組を中心とした取り組みにより昨年以上に拡大した。
時間給の改善では、昨年を上回る13.9円の改善額となり、2001年以降では最も高い水準となった。また、一部ではあったが、全従業員を対象とした最低賃金の協定化にも前進がみられた。（詳細は、「2007パート共闘のまとめ」にまとめる予定）。
４．最低賃金の課題－企業内最低賃金の取り組み
パート労働者等を含めた「全従業員対象」の企業内最賃の協定化は、要求組合の増加があったものの、前進が見られたのは一部であった。また、全体としても協定化した組合は少数に留まっている。年齢別最低賃金の協定化（多くは18歳）などでは前進しているものの、「全従業員対象」の協定化の取り組みはまだ少数である。組織労働者は、パート労働者等の労働条件決定への関与することによって、賃金の底支えと格差是正をはかり、法定最低賃金の水準論議にも寄与し、二極化の是正のために欠かせない運動として、すべての組合での協定化を目指し、積極的に取り組む必要がある。
５．労働時間、働き方、ワークルール確立の課題
①　「法令や労働協約を守り、現状の働き方を改善する取り組みを通じて、働く側の選択肢が保障され、公正な働き方の実現をめざす」との基本的考え方のもとで、労働時間の短縮、時間外割増率の引き上げ、60歳以降の雇用確保、企業内最賃協定の取り組み、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）のための課題、男女平等の働き方の実現、パートタイム・契約・派遣労働者に対する正社員化への取り組などについて方針化した。産別・単組では、多様な要求が行われ、結果については、今後の調査を待つ必要があるが、雇用・就労形態の多様化の進展、仕事の負荷の高まっている職場の増加など、その改善をはかるためワークルールの確立などに対する労働者の期待は強く、それに応える運動の展開が必要である。
②　地方連合会を中心に行った「何でも労働相談ダイヤル」は、その対象をパート・有期契約・派遣・請負等労働者を中心に行った。相談内容は、昨年１位だった解雇・契約打ち切りが２位になり、替わって昨年３位の年次有給休暇に関する相談が１位となるなど、相談内容の変化が見られた。こうした連合の活動の継続と、職場における日常的な活動を通じ、法令遵守を徹底することが必要である。日常の職場活動について連合は、職場点検活動を提起しているが、その位置づけ、役割等の再検討も含め、効果的な活動とするための検討を行う必要がある。
③　2007年では、長時間労働の削減に向けて、労働時間管理の協定化と３６協定の総点検運動を行うとともに、割増率が法定割増率と同水準の組合は、その引き上げをはかる取り組みを行った。時間外割増率、休日労働の割増率の引き上げ要求をしたのは245組合、225組合であったが、結果は不十分なものであった。

６．取引関係の改善と公契約に関わる課題
(1) 取引関係の改善の課題
①　「格差拡大阻止、二極化の是正」のためには、社会的に公正な付加価値の分配がなされなければならない。このため、連合は取引関係の改善と公契約の取り組みを進めてきたが、今次春季生活闘争では前進したとはいえない結果となった。労働組合が企業間の取引関係に関与することは容易ではないが、様々な手法を駆使して挑戦していく必要があり、連合として具体的な取り組みの検討も必要である。

②　貨物輸送の安全性優良事業所制度（Ｇマーク制度）について、連合組織内に周知してきたが、今後も、公正な取引関係の確立に結びつく諸制度があれば、積極的にアピールしていく。
(2) 公契約に関わる運動課題
今次春季生活闘争では十分な結果は得られなかったが、通年の取り組みも含め、引き続き重点地区の設定を関係産別と連携しながら検討を行う。
７．闘いの進め方
経営者団体との協議やマスコミ報道等を通じ、労働組合の存在感を示しながら、要求内容の検討、共闘項目ごとの共闘態勢、部門連絡会議の連携強化を通じて、日程設定や要求・回答の集約・広報、支援行動等の検討を行ってきた。また、今次闘争では、内需型の産別と中小労組を多く抱える産別を中心に「あらたな共闘」が発足し、相場形成に一定の役割を果たした。
今次闘争でも、闘争体制について、労働基本権にこだわる交渉の推進を提起した。2007年の闘争体制がどうであったか、それぞれ検証をする必要がある。次年度は、相乗効果が得られる闘い方や、連合としての支援策などについて検討する必要がある。
Ⅲ．2008春季生活闘争にむけた検討
１．連合は、次年度も格差拡大を阻止し、労働を中心とする福祉型社会への流れを作ることを目標に、賃金改善、労働時間の短縮も含めた働き方の改善に向けて春季生活闘争を組織する。
そのため、ナショナルセンターの立場から、マクロ経済から見た分配のあるべき姿を示し、国民経済の成長成果が労働者生活の改善に資するための取り組みを提起し、とくに低所得層の底上げを十分に配慮した社会的メッセージを発していく。「賃金改善」については、さらに情報開示をはかるとともに、波及と格差是正の観点から有効な取り組みとなるようそのあり方について検討を深める。また、働き方の改善のためにも積極的な検討を行う必要があり、年間を通じての取り組みも視野に入れた運動の再構築を検討する。

２．次年度の闘争においても相場形成・波及メカニズムの強化をはかる必要があるが、賃金の社会的水準を確保し規模間格差の是正をはかるため、標準労働者が少ないなど中小企業の実態をふまえたポイント賃金水準の目安についても中小労働委員会を中心に検討を行う。このため、産別、地方連合会が一体となり地域ミニマム運動の強化をはかり、中小企業の賃金実態の把握を一層進めていく。

取引関係の適正化も格差是正のためには必要であり、連合・産別・単組レベルでの具体的な取り組みについて、大手組合を中心に労働組合として何ができるかの支援策も含めた検討を深める。このため、連合は取引関係調査（計画中）を実施する。
３．パート労働者等の待遇改善、底上げのためパート共闘のさらなる前進をはかることが必要である。このため、共闘項目・課題の整理とともに時給水準の比較等の取り組み内容について議論を深めていく。

４．すべての組合が取り組む課題（ミニマム運動課題）として何に取り組むのか、これらの課題に対する産別内の位置づけも踏まえた議論を行う必要がある。
５．今後も長時間労働の是正に向けた取り組みが必要なことはいうまでも無い。現在中期時短方針を議論中であるが、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の視点から、この方針を踏まえた働き方の改善をめざした取り組み方等について、検討を深める必要がある。その手段の一つとして、国際的に見ても低い割増率の引き上げについて、一斉に要求・交渉することも含め検討を進める必要がある。労働協約の取り組み時期は産別・単組よって違いがあるが、通年的な取り組みも視野に入れた運動について検討を行う。
６．男女間の賃金格差をはじめ、様々な賃金格差を是正するために、産別・単組は賃金分布などの実態を把握し、課題の克服に向けた通年的な取り組みを進める必要がある。具体的な改善のための組織内議論を活性化させ、確実な前進をはかる。
以　上
規模計�
額（円）�
率（％）�
�
全体�
＋73円�
＋0.03�
�
300人以上�
＋37円�
＋0.02�
�
299人以下�
＋196円�
＋0.08�
�
1,000人以上�
＋41円�
＋0.02�
�
999～300人�
＋50円�
＋0.02�
�
299～100人�
＋190円�
＋0.09�
�
99人以下�
＋186円�
＋0.06�
�
（昨年同組合比（平均賃上げ方式））�
�






�
年間月数�
昨年対比�
�
要求（夏冬）�
5.30ヶ月�
－0.14ヶ月�
�
妥結（夏冬）�
5.13ヶ月�
－0.06ヶ月�
�
妥結同組合比（全体）�
5.13ヶ月�
＋0.06ヶ月�
�
　　〃　　　（300人以上）�
5.22ヶ月�
＋0.06ヶ月�
�
　　〃　　　（299人以下）�
4.41ヶ月�
＋0.07ヶ月�
�






０７春闘妥結�
�
�
07年妥結�
昨年対比�
�
フード連合全体�
5,149円�
1.78％�
－133円�
－0.08％�
�
フード300人以上�
5,427円�
1.80％�
－156円�
－0.09％�
�
フード299人以下�
4,003円�
1.67％�
＋110円�
＋0.03％�
�
連合全体�
5,543円�
1.87％�
＋263円�
＋0.07％�
�
経団連・大手製造業�
6,098円�
1.88％�
＋147円�
＋0.07％�
�
経団連・中小製造業�
4,538円�
1.76％�
＋187円�
＋0.06％�
�
（フード6月30日，連合7月5日，経団連　６月27日集計）�
�






連合妥結状況（第6回集計7月5日）�
�
�
07年�
昨年対比�
�
平均方式�
5,543円�
1.87％�
＋263円�
＋0.07％�
�
個A35歳�
920円�
0.32％�
＋485円�
＋0.17％�
�
個B35歳�
6,650円�
2.47％�
＋1,780円�
＋0.66％�
�
�
�
�
�
�
0７年�
昨年同一組合比�
�
平均方式�
5,526円�
1.90％�
＋267円�
＋0.09％�
�
個A35歳�
779円�
0.25％�
＋315円�
＋0.09％�
�
個B35歳�
6,353円�
2.32％�
－39円�
－0.02％�
�






�
賃金改善�
一時金�
時間外


割増率の引き上げ�
最賃の協定化に向けた取り組み�
パートの


組織化と


処遇改善�
�
取り組む


（労使確認含む）�
07春闘�
261�
200�
65�
78�
56�
�
�
06春闘�
263�
198�
―�
72�
51�
�
取り組まない


取り組めない�
07春闘�
21�
17�
89�
127�
91�
�
�
06春闘�
14�
18�
－�
84�
106�
�
合計�
07春闘�
282�
217�
154�
140�
147�
�
�
06春闘�
277�
216�
―�
156�
157�
�
妥結�
07春闘�
237�
152�
46�
8�
31�
�
�
06春闘�
222�
138�
―�
14�
23�
�
（組合数）�
�






０７春闘要求�
�
�
07年要求�
昨年対比�
�
フード連合全体�
7,018円�
2.52％�
＋1,001円�
＋0.21％�
�
フード300人以上�
7,334円�
2.51％�
＋1,263円�
＋0.27％�
�
フード299人以下�
6,131円�
2.55％�
＋234円�
＋0.07％�
�
連合全体�
6,578円�
2.32％�
＋50円�
－0.35％�
�
（フード6月30日，連合7月5日）�
�






すべての組合が取り組む課題＜ミニマム運動課題＞


①　「賃金カーブ維持分」と「物価上昇分」を確保した上で、賃金改善に取り組む。


②　規模間格差の是正や男女間等の均等待遇の実現に取り組む。


③　全従業員対象の企業内最低賃金を協定化する。


④　長時間労働の削減に向けて、労働時間管理の協定化と36協定の総点検運動を行なうとともに、割増率が法定割増率と同水準の組合はその引き上げをはかる。





�
07春闘�
06春闘�
�
�
組合�
％�
組合�
％�
�
昨年実績以上�
46�
60.5�
39�
65.7�
�
昨年実績を下回る�
30�
39.5�
20�
34.3�
�
計�
76�
100.0�
59�
100.0�
�
（金額比較）�
�






�
07春闘�
06春闘�
�
　取り組んだ�
78（8）�
72（14）�
�
◆企業内最低賃金の協定化�
12（7）�
12（　9）�
�
◆年齢別最低賃金の協定化�
6（　4）�
9（　5）�
�
・組合員の最低賃金のみ協定化�
55（－）�
44（－）�
�
・法令（地域別最賃）遵守の確認�
10（－）�
3（－）�
�
・協定化促進に向けた申し入れ�
3（－）�
4（－）�
�
（組合数，（）内は妥結組合数）�
�






�
07春闘�
06春闘�
�
�
組合�
％�
組合�
％�
�
ベア・賃金改善を確保�
41�
32.0�
29�
23.0�
�
定昇（相当分）のみ確保�
85�
66.4�
93�
73.8�
�
定昇（相当分）確保できず�
2�
1.6�
4�
3.2�
�
賃上げなし�
1�
0.8�
0�
0�
�
計�
128�
100.0�
126�
100.0�
�






取り組み課題
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�
　取り組んだ�
56（31）�
51（23）�
�
パートの組織化�
21（　5）�
15（　2）�
�
労働協約等の点検・整備�
6（　0）�
―�
�
時間給の改善�
32（25）�
30（16）�
�
福利厚生制度等の改善�
15（　7）�
7（10）�
�
（組合数，（）内は妥結組合数）�
�






取り組み状況
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